
 
 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

全国秋季火災予防運動 広報活動  



１．防火対象物
（１）防火対象物数

　　　　　　　　　　　　　　　　項　　目

地　上 地　上

　　防 火 対 象 物 の 区 分 ５階未満 ５階以上

　１項（イ）　劇場・映画館・演芸場・観覧場 2 2 4

　１項（ロ）　公会堂・集会場 54 1 55

　２項（イ）　キャバレー・ナイトクラブ等

　２項（ロ）　遊技場・ダンスホール 5 1 6

　２項（ハ）　性風俗関連特殊営業店舗等

　２項（ニ）　カラオケボックス・個室ビデオ等 3 3

　３項（イ）　待合・料理店等

　３項（ロ）　飲食店 44 44

　４項 　百貨店・マーケツト・物品販売店舗・展示場 126 2 128

　５項（イ）　旅館・ホテル・宿泊所 5 5 10

　５項（ロ）　寄宿舎・下宿・共同住宅 1,479 411 1,890

　６項イ(1) 　診療科名に特定診療科名を有し、医療法に規定する一般病床を有する病院 5 3 8

　６項イ(2) 　診療科名に特定診療科名を有し、4人以上の患者を入院させる施設を有する診療所 1 1

　６項イ(3) 　病院（(1)を除く）、患者を入院させる施設を有する診療所（(2)を除く） 6 3 9

　６項イ(4) 　患者を入院させる施設を有しない診療所又は入所施設を有しない助産所 26 2 28

　６項ロ(1) 　老人短期入所施設・養護老人ホーム・有料老人ホーム等 23 9 32

　６項ロ(2)   救護施設

　６項ロ(3) 　乳児施設

　６項ロ(4) 　障害児入所施設

　６項ロ(5) 　障害者支援施設・短期入所施設若しくは共同生活援助を行う施設等 4 4

　６項ハ(1) 　老人デイサービスセンター・老人福祉センター・老人介護支援センター等 8 8

　６項ハ(2) 　更生施設

　６項ハ(3) 　助産施設・保育所・児童養護施設等 39 39

　６項ハ(4) 　児童発達支援センター・放課後等デイサービスを行う施設等 3 3

　６項ハ(5) 　身体障害者福祉センター等 7 7

　６項（ニ）　幼稚園・特別支援学校 15 15

　７項 　小学校・中学校・高校・大学・各種学校等 72 2 74

　８項 　図書館・博物館・美術館等 1 1

　９項（イ）　公衆浴場のうち、蒸気浴場・熱気浴場等 2 2

　９項（ロ）　９項（イ）以外の公衆浴場 4 4

１０項 　停車場・発着場 3 3

１１項 　神社・寺院・教会等 19 19

１２項（イ）　工場・作業場 434 5 439

１２項（ロ）　映画スタジオ・テレビスタジオ 1 1

１３項（イ）　自動車車庫・駐車場 21 1 22

１３項（ロ）　飛行機等の格納庫

１４項 　倉庫 594 25 619

１５項 　前各項に該当しない事業場 252 16 268

１６項（イ）　特定用途が存する複合用途防火対象物 260 100 360

１６項（ロ）　１６項（イ）以外の複合用途防火対象物 193 63 256

3,711 651 4,362

　かつて当市は「倉庫のまち」といわれたほど、配送センター、各種倉庫､トラックターミナルなどが建ち並んでいまし
た。昭和６０年の「埼京線開通」にともない都心への通勤・通学の利便性が向上したことにより、工場や倉庫などが次々
と共同住宅に建て替えられ、近年では北戸田駅及び戸田駅周辺の都市開発が進み市の生活環境も大きく変化し、人口が急
増しています。

令和３年３月３１日現在

防火対象物（１５０㎡以上）

合　　　　　　　　計

計
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（３）防火管理実施状況

　令和３年３月３１日現在

項　　目

　　防 火 対 象 物 の 区 分

　１項（イ）　劇場・映画館・演芸場・観覧場

　１項（ロ）　公会堂・集会場

　２項（イ）　キャバレー・ナイトクラブ等

　２項（ロ）　遊技場・ダンスホール

　２項（ハ）　性風俗関連特殊営業店舗等

　２項（ニ）　カラオケボックス・個室ビデオ等

　３項（イ）　待合・料理店等

　３項（ロ）　飲食店

　４項 　百貨店・マーケツト・物品販売店舗・展示場

　５項（イ）　旅館・ホテル・宿泊所

　５項（ロ）　寄宿舎・下宿・共同住宅

　６項イ(1)　診療科名に特定診療科名を有し、医療法に規定する一般病床を有する病院

　６項イ(2)　診療科名に特定診療科名を有し、4人以上の患者を入院させる施設を有する診療所

　６項イ(3)　病院（(1)を除く）、患者を入院させる施設を有する診療所（(2)を除く）

　６項イ(4)　患者を入院させる施設を有しない診療所又は入所施設を有しない助産所

　６項ロ(1)　老人短期入所施設・養護老人ホーム・有料老人ホーム等

　６項ロ(2)   救護施設

　６項ロ(3)　乳児施設

　６項ロ(4)　障害児入所施設

　６項ロ(5)　障害者支援施設・短期入所施設若しくは共同生活援助を行う施設等

　６項ハ(1)　老人デイサービスセンター・老人福祉センター・老人介護支援センター等

　６項ハ(2)　更生施設

　６項ハ(3)　助産施設・保育所・児童養護施設等

　６項ハ(4)　児童発達支援センター・放課後等デイサービスを行う施設等

　６項ハ(5)　身体障害者福祉センター等

　６項（ニ）　幼稚園・特別支援学校

　７項 　小学校・中学校・高校・大学・各種学校等

　８項 　図書館・博物館・美術館等

　９項（イ）　公衆浴場のうち、蒸気浴場・熱気浴場等

　９項（ロ）　９項（イ）以外の公衆浴場

１０項 　停車場・発着場

１１項 　神社・寺院・教会等

１２項（イ）　工場・作業場

１２項（ロ）　映画スタジオ・テレビスタジオ

１３項（イ）　自動車車庫・駐車場

１３項（ロ）　飛行機等の格納庫

１４項 　倉庫

１５項 　前各項に該当しない事業場

１６項（イ）　特定用途が存する複合用途防火対象物

１６項（ロ）　１６項（イ）以外の複合用途防火対象物

1,214 932 77 819 68合 計
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（４）消防訓練実施状況

　　　　　　　　　　　　         項　　目
訓練届出

　　防 火 対 象 物 の 区 分
件数

　１項（イ）　劇場・映画館・演芸場・観覧場 2 1 1

　１項（ロ）　公会堂・集会場 10 0 10

　２項（イ）　キャバレー・ナイトクラブ等

　２項（ロ）　遊技場・ダンスホール 4 4

　２項（ハ）　性風俗関連特殊営業店舗等

　２項（ニ）　カラオケボックス・個室ビデオ等 7 7

　３項（イ）　待合・料理店等

　３項（ロ）　飲食店 56 56

　４項 　百貨店・マーケツト・物品販売店舗・展示場 62 62

　５項（イ）　旅館・ホテル・宿泊所 7 7

　５項（ロ）　寄宿舎・下宿・共同住宅 46 2 44

　６項イ(1) 　診療科名に特定診療科名を有し、医療法に規定する一般病床を有する病院 10 10

　６項イ(2) 　診療科名に特定診療科名を有し、4人以上の患者を入院させる施設を有する診療所 4 4

　６項イ(3) 　病院（(1)を除く）、患者を入院させる施設を有する診療所（(2)を除く） 2 2

　６項イ(4) 　患者を入院させる施設を有しない診療所又は入所施設を有しない助産所 2 2

　６項ロ(1) 　老人短期入所施設・養護老人ホーム・有料老人ホーム等 50 50

　６項ロ(2)   救護施設

　６項ロ(3) 　乳児施設

　６項ロ(4) 　障害児入所施設

　６項ロ(5) 　障害者支援施設・短期入所施設若しくは共同生活援助を行う施設等 10 1 9

　６項ハ(1) 　老人デイサービスセンター・老人福祉センター・老人介護支援センター等 17 17

　６項ハ(2) 　更生施設

　６項ハ(3) 　助産施設・保育所・児童養護施設等 63 7 56

　６項ハ(4) 　児童発達支援センター・放課後等デイサービスを行う施設等 6 6

　６項ハ(5) 　身体障害者福祉センター等 11 11

　６項（ニ）　幼稚園・特別支援学校 16 16

　７項 　小学校・中学校・高校・大学・各種学校等 6 6

　８項 　図書館・博物館・美術館等 1 1

　９項（イ）　公衆浴場のうち、蒸気浴場・熱気浴場等 1 1

　９項（ロ）　９項（イ）以外の公衆浴場

１０項 　停車場・発着場 1 1

１１項 　神社・寺院・教会等

１２項（イ）　工場・作業場 27 2 25

１２項（ロ）　映画スタジオ・テレビスタジオ

１３項（イ）　自動車車庫・駐車場

１３項（ロ）　飛行機等の格納庫

１４項 　倉庫 32 32

１５項 　前各項に該当しない事業場 36 3 33

１６項（イ）　特定用途が存する複合用途防火対象物 45 1 44

１６項（ロ）　１６項（イ）以外の複合用途防火対象物 1 1

計 535 17 518

派遣有派遣無

※派遣の有無は、消防職員の派遣の依頼があり出向した件数

令和２年度
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２．建築同意状況

新築 増築 改築 移転 修繕 模様替え 用途変更 その他 合計

378 14 392

239 8 247

指導有り 139 6 145

303 8 311

75 6 81

378 14 392

378 14 392

同
意
小
計

初・再の
区分不明

本年中に
不同意

令和２年度

指導無し

補正・追加無し

補正・追加有り

補正・追加の
有無不明

初協議

申請要旨

総計
(同意小計＋不同意小

計）

その他

不
同
意
小
計

不
同
意
の
理
由

再
協
議

消防法

建築基準法

前年以前に
不同意
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５．市民防災教室利用状況

団体 人数 団体 人数 団体 人数 団体 人数 団体 人数 団体 人数 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 人数

平成２年度 6 227 1 93 2 151 1 30 6 180 16 681 1 4

平成３年度 6 168 3 216 5 206 9 244 4 91 27 925 3 7

平成４年度 1 22 9 607 5 315 5 101 4 190 24 1,235 12 53

平成５年度 1 20 4 378 5 357 6 40 6 149 22 944 9 30

平成６年度 3 110 9 468 6 386 1 58 6 157 25 1,179 8 22

平成７年度 2 67 9 596 8 665 2 105 5 131 26 1,564 20 133

平成８年度 6 381 9 624 2 18 8 378 25 1,401 27 110

平成９年度 3 118 7 505 6 439 2 34 7 152 25 1,248 17 65

平成１０年度 1 45 9 810 12 642 2 13 11 324 35 1,834 13 137

平成１１年度 5 533 11 627 1 12 10 292 27 1,464 20 73

平成１２年度 6 618 6 449 1 10 8 271 21 1,348 24 80

平成１３年度 8 682 11 496 2 18 4 58 25 1,254 20 47

平成１４年度 1 50 20 1,750 7 543 1 7 9 173 38 2,523 22 75

平成１５年度 1 22 6 601 7 545 8 267 22 1,435 21 52

平成１６年度 11 1,319 5 531 1 5 5 172 22 2,027 6 26

平成１７年度 1 50 10 1,055 4 472 3 130 16 420 34 2,127 18 56

平成１８年度 17 1,637 4 426 13 437 34 2,500 31 89

平成１９年度 12 1,234 4 234 20 492 36 1,960 68 99

平成２０年度 1 30 9 1,084 2 211 3 37 18 414 33 1,776 23 76

平成２１年度 12 1,006 3 210 3 31 8 195 26 1,442 6 18

平成２２年度 9 919 5 384 3 24 18 381 35 1,708 6 15

平成２３年度 3 143 4 508 5 323 7 72 19 440 38 1,486 25 73

平成２４年度 9 1,019 5 289 12 128 4 205 30 1,641 7 21

平成２５年度 15 1,242 7 333 12 157 4 115 38 1,847 22 131

平成２６年度 8 808 9 410 10 176 3 89 30 1,483 6 22

平成２７年度 1 30 7 800 7 280 8 181 1 15 24 1,306 18 67

平成２８年度 10 1,152 20 891 8 59 9 184 47 2,286 9 33

平成２９年度 11 1,302 20 630 5 94 4 53 40 2,079

平成３０年度 7 900 7 255 1 10 5 49 20 1,214 1 15

令和元年度 13 1,572 7 293 6 64 3 54 29 1,983 1

令和２年度

合　　計 31 1,102 266 25,795 214 12,617 117 1,858 246 6,528 874 47,900 463 1,630

49,530

事業所 その他 合　計

　年度
保育園

利用者合計

新型コロナウイルス感染拡大のため、利用なし

　市民防災教室は、子供からお年寄りまで身近に防災について体験学習をしていただくために、平成２年１２月
にオープンしました。また、平成１９年３月、平成２１年２月に各体験コーナーの更新を行い設備の充実を図っ
ています。

項目 団　　体　　別　　利　　用　　者　　数
個　人
利用者町　会 学　校

幼稚園
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